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Ⅱ 地域医療構想策定後の取組 

 

１．地域医療構想の策定後の実現に向けた取組 

 

（１）基本的な事項 

 

○ 都道府県は、構想区域等ごとに、医療関係者、医療保険者その他の関係

者との地域医療構想調整会議を設け、関係者との連携を図りつつ、将来

の病床の必要量を達成するための方策その他の地域医療構想の達成を推

進するために必要な協議を行うものとされている（医療法第30条の14）。 

地域医療構想調整会議の具体的な設置・運営については、「２」にその

取扱いを示す。 

 

○ 地域医療構想調整会議のほか、以下のとおり、地域医療構想の各医療機

関の自主的な取組を行うこと、また、都道府県がこれらの医療機関の自

主的な取組を推進するための支援等を行うことも重要である。 

 

（２）各医療機関での取組 

 

○ 各医療機関は、自らの行っている医療内容やその体制に基づき、将来目

指していく医療について検討を行うことが必要となる。 

 

○ その上で、自院内の病床の機能分化を進めるに当たり、病床機能報告制

度により、同一構想区域における他の医療機関の各機能の選択状況等を把

握することが可能になる。 

 

○ また、地域医療構想により、構想区域における病床の機能区分ごとの平

成 37 年（2025 年）における必要病床数も把握することが可能になる。 

これら２つの情報（データ）を比較したり、別紙（56-57 頁）に掲げる

他の情報を参考にするなどして、地域における自院内の病床機能の相対的

位置付けを客観的に把握した上で、以下のような自主的な取組を進めるこ

とが可能になる。 

 

○ まず、様々な病期の患者が入院している個々の病棟について、高度急性

期機能から慢性期機能までの選択を行った上で、病棟単位で当該病床の機

能に応じた患者の収れんのさせ方や、それに応じた必要な体制の構築など

を検討することが望ましい。（収れんのイメージは次頁の図のとおりであ

り、将来も病棟ごとに選択した機能と患者像が完全に一致することを想定
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しているものではない。） 

 

○ 併せて、自主的な取組を踏まえ、地域医療構想調整会議を活用した医療

機関相互の協議により、地域における病床の機能の分化と連携に応じた自

院の位置付けを確認することが可能になる。 

例えば、がん入院医療の役割を医療機関の間で臓器別に分担すること、

回復期のリハビリテーション機能を集約化すること、療養病床について在

宅医療等への転換を進めること等が挙げられる。   

 

図８ 患者の収れんのイメージ 

 

 

  以上の取組を受け、次年度の病床機能報告への反映や地域医療介護総合 

確保基金の活用を検討し、更なる自院の運営の改善と地域における役割の 

明確化を図る。 

 

○ また、これらの取組により、区域全体で見ても、病床機能報告制度にお

ける病棟の報告病床数と、地域医療構想における必要病床数が次第に収れ

んされていき、不足する機能の解消や、患者数との整合が図れることにな

る。 

 

○ なお、医療機関がこのような取組を行う際には、患者・住民の理解が不

可欠であり、自らの状態に応じた医療機能や医療機関を選択することが重

要であるため、医療機関だけではなく、保険者や関係者を巻き込んで、患
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者・住民への啓発に取り組むべきである。 

 

（３）都道府県の取組 

 

○ 医療機関の自主的な取組及び医療機関相互の協議により、病床の機能

の分化及び連携等による将来のあるべき医療提供体制を実現するために

は、地域の医療提供体制の確保に責任を有する都道府県が、その役割を

適切に発揮する必要がある。 

 

○ このため、医療機関への情報提供を含め、都道府県において、以下の

各段階における取組を行うことを原則とする。 

 

ア 病床機能報告による現状と地域医療構想における必要病床数との

比較 

 

   都道府県は、病床の機能の分化及び連携について、まずは病床機

能報告制度によって、各医療機関が担っている病床機能の現状を把

握・分析する。  

その結果を踏まえ、地域医療構想において定める構想区域におけ

る病床の機能区分ごとの将来の医療需要と必要病床数とを、地域全

体の状況として把握する。 

 

イ 病床の機能区分ごとにおける構想区域内の医療機関の状況の把握 

 

   都道府県は、各医療機関が地域における自院の位置付けを容易に

把握することができるよう、構想区域における病床の機能区分ごと

の医療機関の状況を整理する必要がある。 

病床機能報告制度では、具体的な医療の内容に関し比較の参考と

なる項目が報告されていることから、これらを基に、各医療機関が

地域における将来のあるべき姿に応じて検討できるような資料・デ

ータを都道府県が作成する。 

その際、医療機関が病棟ごとに病床機能報告制度において選択し

た病床の機能区分に応じた必要な体制の構築や人員配置を検討する

ことから、当該構想区域で各病床の機能を選択した医療機関の分布

だけではなく、主な疾患における分布や、提供されている医療の内

容に関する情報など、より検討に適した資料・データとなるよう、

地域医療構想調整会議の議長等と事前に協議を行うなど、工夫をす

ることが望ましい。 

※下線箇所（医務課追記） 
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ウ 地域医療構想調整会議の促進に向けた具体策の検討 

 

   都道府県は、地域において各医療機関が担っている医療の現状を

基に、医療機関相互の協議を促進することとされているが、そのた

めには、「（２）」を基に各医療機関の自主的な取組を改めて促進する

必要がある。 

これを踏まえ、都道府県は必要に応じて地域医療構想調整会議を

開催して医療機関相互の協議を進め、不足している病床機能への対

応（過剰となると見込まれる病床機能からの転換を含む。）について、

具体的な対応策を検討し、提示する。 

その際、地域医療介護総合確保基金の活用も検討することとなる

が、早い段階で平成 37 年（2025 年）までの各構想区域における工程

表を策定することが望ましい。 

 

エ 平成 37 年（2025 年）までのＰＤＣＡ 

 

   工程表が策定できていない段階においては、各医療機関が地域に

おける位置付けを検討し、病棟ごとに担う病床の機能に応じた対応

を行うことを促進する必要がある。 

また、工程表を策定したとしても、各医療機関における状況の変

化等により計画どおりに進めることが困難又は不適当な場合も考え

られる。 

このため、平成 37 年（2025 年）まで毎年、進捗状況の検証を行い、

工程表の変更も含め、地域医療構想の実現を図っていく必要がある。 

その際、構想区域全体及び都道府県内全体で、病床機能報告制度

における病棟の報告病床数と、地域医療構想における必要病床数が

次第に収れんされていることを確認する必要があるが、不足する病

床機能の解消のためには、過剰となっている病床機能からの転換を

促すことにより、医療需要に応じた医療の提供が可能となるという

視点の共有を進め、病床機能報告制度における病棟の報告病床数と

患者数との整合性が図ることができるよう、検討を重ねる。 

また、毎年、都道府県医療審議会や地域医療対策協議会23に報告す

ることにより、各構想区域における進捗状況の比較や、より広い立

場からの意見を求めることが可能となるため、適宜、開催すること

                                                   
23地域医療対策協議会（医療法第 30 条の 23） 
 都道府県が、救急医療等確保事業に係る医療従事者の確保その他当該都道府県において必要とされる医療の

確保に関する事項に関し、必要な施策を定めるために設けられる関係者との協議の場。 
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が望ましい。 

 

○ 上記「ア」から「エ」について、１年における主な作業時期を次頁に示

すが、都道府県において、地域の実情に応じて柔軟に対応することが望ま

しい。 

 

（参考）地域医療構想策定後の年間スケジュールのイメージ 

 ３月  病床機能報告制度の集計結果の提示 

３月～ 各医療機関の自主的な取組 

     地域医療構想調整会議 

     ※可能な限り、次期病床機能報告制度に間に合うように、10 月までに上記の

対応を行う。 

１０月  病床機能報告制度における報告 

年内  各構想区域における対応を踏まえた基金の都道府県計画（案）の取りまとめ 

 ２月  都道府県定例議会への次年度当初予算案に基金の予算を計上 

 

 

２．地域医療構想調整会議の設置・運営 

 

○ 都道府県は、構想区域等ごとに、地域医療構想調整会議を設け、関係者

との連携を図りつつ、将来の必要病床数を達成するための方策その他の地

域医療構想の達成を推進するために必要な協議を行うものとされている

（医療法第 30 条の 14）。 

 

○ 地域医療構想調整会議は、地域医療構想の実現に向けた取組を協議する

ことが設置目的であることから、地域医療構想に反映させるべく地域医療

構想の策定段階から設置し、構想区域における関係者の意見をまとめるこ

とが適当である。 

 

（１）議事 

 

地域医療構想調整会議の議事の具体的な内容については、都道府県にお

いて地域の実情に応じて定める。特に優先すべき議事については、地域医

療構想において定められた将来のあるべき医療提供体制を念頭に置いた

上で、地域の医療機関の取組の進捗状況を確認し、関係者と事前に協議を

行って決定する。 
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ア 主な議事 

 

○ 各医療機関における病床の機能の分化及び連携は自主的に進められ

ることが前提となっており、地域医療構想調整会議では、その進捗状況

を共有するとともに、構想区域単位での必要な調整を行うことになる。 

 

○ 具体的には、病床機能報告制度における各医療機関の病棟の報告内容

と地域医療構想で推計された必要病床数とを比較し、地域において優先

して取り組むべき事項に関して協議することとする。なお、協議に当た

っては、地域医療介護総合確保基金の活用についても検討の対象となる。 

 

○ このほか、在宅医療を含む地域包括ケアシステム、医療従事者の確保、

診療科ごとの連携など、地域医療構想の達成の推進に関して協議すべき

事項があるときは、個別の議事の設定も検討することとする。 

   以上のことを踏まえると、おおむね次のような議事が想定される。 

 

① 地域の病院・有床診療所が担うべき病床機能に関する協議 

② 病床機能報告制度による情報等の共有 

③ 都道府県計画に盛り込む事業に関する協議 

④ その他の地域医療構想の達成の推進に関する協議 

 

イ 議論の進め方 

 

○ 地域医療構想調整会議において病床の機能の分化及び連携に関する

議論の進め方の例を以下に示す。なお、必ずしもこのとおり行うことを

求めるものではない。 

 

ⅰ 地域の医療提供体制の現状と将来目指すべき姿の認識共有 

   病床機能報告制度による情報や既存の統計調査等で明らかとなる地

域の医療提供体制の現状と、地域医療構想で示される病床の機能区分ご

との将来の医療需要と必要病床数について、地域医療構想調整会議に参

加する関係者で認識を共有。 

 

ⅱ 地域医療構想を実現する上での課題の抽出 

地域の医療提供体制の現状を踏まえ、地域医療構想を実現していく上

での課題について議論。 

 

※下線箇所（医務課追記） 
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ⅲ 具体的な病床の機能の分化及び連携の在り方について議論 

例えば、ある構想区域において、回復期機能の病床が不足している場

合、それをどのように充足するかについて議論。 

現在、急性期機能や回復期機能を担っている病院関係者等、都道府県

が適当と考えて選定した関係者の間で、回復期機能の充足のため、各病

院等がどのように役割分担を行うか等について議論。 

 

ⅳ 地域医療介護総合確保基金を活用した具体的な事業の議論 

ⅲで議論して合意した事項を実現するために必要な具体的事業につ

いて議論。地域医療介護総合確保基金を活用する場合には、当該事業を

基金に係る都道府県計画にどのように盛り込むか議論し、これを基に都

道府県において必要な手続を実施。 

 

ウ その他 

 

○ 上記（１）及び（２）の通常の開催の場合のほか、医療機関が開設・

増床等の許可申請をした場合又は過剰な病床機能に転換しようとする

場合には、医療法上、都道府県知事は、当該医療機関に対し、地域医療

構想調整会議における協議に参加するよう求めることができることと

されており、その際には、当該許可申請の内容又は転換に関する協議が

行われることになる。 

 

（２）開催時期 

 

病床の機能の分化及び連携等に関する協議が行われる場合には、地域の

実情に応じて、随時開催することが基本となるが、病床機能報告制度によ

る情報等の共有や基金に係る都道府県計画に関する協議が行われる場合

には、通年のスケジュールがある程度定まっていることから、定期的に開

催することが考えられる。 

なお、こうした通常の開催のほか、医療機関が開設・増床等の許可申請

をした場合又は過剰な病床機能に転換しようとする場合にも、随時開催す

ることとする。 

 

（３）設置区域等 

 

ア 基本的考え方 

 

※下線箇所（医務課追記） 



41 
 

○ 地域医療構想調整会議は、地域医療構想の達成を推進するために必要

な協議が行われる場であることから、構想区域ごとに設置することを原

則とする。 

 

○ 一方で、構想区域内の医療機関の規模・数等は多様であり、地域によ

っては構想区域での地域医療構想調整会議の設置・運営が困難な場合も

想定されることから、こうした事情を勘案し、都道府県知事が協議をす

るのに適当と認める区域で設置することも可能とする。 

 

イ 柔軟な運用 

 

○ 都道府県においては、地域の実情に鑑み、次のような柔軟な運用を可

能とする。 

 

① 広域的な病床の機能の分化及び連携が求められる場合における複

数の地域医療構想調整会議の合同開催（複数の都道府県により合同開

催される場合を含む。） 

② 議事等に応じ、設置される区域から更に地域・参加者を限定した形

での開催 

③ 圏域連携会議など、既存の枠組みを活用した形での開催 

 

（４）参加者の範囲・選定、参加の求めに応じない関係者への対応 

 

ア 参加者の範囲・選定 

 

○ 地域医療構想調整会議の参加者については、医療法上、「診療に関す

る学識経験者の団体その他の医療関係者、医療保険者その他の関係者」

と規定されているが、地域医療構想は幅広い関係者の理解を得て達成を

推進する必要があるため、医師会、歯科医師会、薬剤師会、看護協会、

病院団体、医療保険者、市町村など幅広いものとすることが望ましい。

なお、医療保険者については、必要に応じ、都道府県ごとに設置された

保険者協議会に照会の上、選定する。 

また、地域医療構想調整会議における協議をより効果的・効率的に進

める観点から、都道府県は、議事等に応じて、参加を求める関係者（代

表性を考慮した病院・診療所、地域における主な疾病等の特定の診療科

等に関する学識経験者を含む。）を柔軟に選定することとし、出席要請

に係る所定の手続を行うとともに、これらの関係者の選定に当たっては

公平性・公正性に留意することとする。 

※下線箇所（医務課追記） 
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○ さらに、開設・増床等の許可申請の内容や過剰な病床機能への転換に

関する協議等の個別具体的な議論が行われる場合には、その当事者及び

利害関係者等に限って参加することが適当である。 

 

○ なお、議長等については、参加者の中から地域の実情に応じて、都道

府県の関係機関、医師会の代表などから選出されることになる。その際、

議長等は原則として、案件によらず同一者とした上で、議事によっては

利益相反が生じ得ることから、その場合の代理者の規定をあらかじめ定

めておくことが適当である。 

 

○ また、地域医療構想調整会議の参加を求めなかった病院・有床診療所

に対しても、都道府県は、書面・メールでの意見提出などにより、幅広

く意見表明の機会を設けることが望ましい。 

 

イ 専門部会やワーキンググループの設置 

 

○ 急性期医療に係る病床の機能の分化及び連携や地域包括ケアシステ

ムの推進など、特定の議題に関する協議を継続的に実施する場合には、

地域医療構想調整会議の下に専門部会等を設置し、当該議題の関係者と

の間でより具体的な協議を進めていく方法も考えられる。 

 

○ この場合、特定の議題に応じた関係者の参加を求めることとなるが、

「ア」と同様に、参加を求める関係者は、代表性を考慮した病院・診療

所、地域における主な疾病等の特定の診療科等に関する学識経験者、医

師会、歯科医師会、薬剤師会、看護協会、市町村等に加え、例えば、医

療を受ける立場からの参加が求められる場合には住民を加えるなど、柔

軟に選定することが望ましい。 

 

ウ 公表 

 

○ 地域における医療提供体制の構築に当たっては、地域住民や多くの医

療関係者の協力が不可欠であるため、地域住民等に対する協議の透明性

の観点から、患者情報や医療機関の経営に関する情報を扱う場合等は非

公開とし、その他の場合は公開とする。また、協議の内容・結果につい

ては、原則として、周知・広報する。 
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エ 参加の求めに応じない関係者への対応 

 

○ 参加を求めたにもかかわらず、正当な理由なく地域医療構想調整会議

に参加しない関係者への対応として、都道府県知事は、開設・増床等の

許可申請をした医療機関が参加しない場合には当該許可に条件を付す

ること（医療法第７条第５項）、過剰な病床の機能区分に転換しようと

する医療機関が参加しない場合には地域医療構想調整会議の協議が調

わなかった場合と同様の措置（都道府県医療審議会への出席・説明を求

め、都道府県医療審議会の意見を聴いた上での公的医療機関等に対する

転換中止の命令（公的医療機関等以外の医療機関には要請））を講ずる

こと（同法第 30 条の 15）が考えられる。 

 

（５）合意の方法及び履行担保 

 

ア 合意の方法 

 

○ 地域医療構想調整会議において合意された事項には医療機関の経営

を左右する事項が含まれている場合が想定されることから、合意に当た

っては、都道府県と関係者との間で丁寧かつ十分な協議が行われること

が求められる。 

 

○ また、特に地域の病院・有床診療所が担うべき病床機能及び病床数等

の合意に当たっては、通常の議事録の作成に加え、関係者の合意を確認

し得る書面を作成しておくことが適当である。 

 

イ 履行担保 

 

○ 関係者の合意事項の履行を担保するため、都道府県知事は、関係者が

正当な理由なく合意事項を履行しない場合には、地域医療構想調整会議

における協議が調わないときと同様の措置（都道府県医療審議会の意見

を聴いた上での公的医療機関等への不足している病床の機能区分に係

る医療の提供等の指示（公的医療機関等以外の医療機関には要請））を

講ずることが考えられる（医療法第 30 条の 16）。 

 

 

 

 



44 
 

３．都道府県知事による対応 

 

○ 今回の医療法改正等により、都道府県知事は地域医療構想の実現に向け

て以下の対応が可能とされたことから、地域医療の実情を把握し、医療審

議会や地域医療構想調整会議を円滑に運営させることにより、適切に対応

することが必要である。 

 

（１）病院・有床診療所の開設・増床等への対応 

 

○ 病院・有床診療所の開設・増床等の許可の際に、不足している病床の機

能区分に係る医療の提供という条件を付することができる（指定都市にあ

っては、指定都市の市長に当該条件を付するよう求めることができる）（医

療法第７条第５項）。 

 

（２）既存医療機関が過剰な病床の機能区分に転換しようとする場合の対応 

 

○ 過剰な病床の機能区分に転換しようとする理由等を記載した書面の提

出を求めることができる（医療法第 30 条の 15 第１項）。 

 

○ 当該書面に記載された理由等が十分でないと認めるときは、地域医療構

想調整会議における協議に参加するよう求めることができる（同条第２

項）。 

 

○ 地域医療構想調整会議における協議が調わないとき等は、都道府県医療

審議会に出席し、当該理由等について説明をするよう求めることができる

（同条第４項）。 

 

○ 地域医療構想調整会議における協議の内容及び都道府県医療審議会の

説明の内容を踏まえ、当該理由等がやむを得ないものと認められないとき

は、都道府県医療審議会の意見を聴いて、過剰な病床機能に転換しないこ

とを公的医療機関等に命令することができる。なお、公的医療機関等以外

の医療機関にあっては、要請することができる（同条第６項及び第７項）。 

 

（３）地域医療構想調整会議における協議が調わない等、自主的な取組だけ

では不足している機能の充足が進まない場合の対応 

 

○ 都道府県医療審議会の意見を聴いて、不足している病床の機能区分に係

る医療を提供すること等を公的医療機関等に指示することができる。なお、



45 
 

公的医療機関等以外の医療機関にあっては、要請することができる。 

 

（４）稼働していない病床への対応 

 

○ 病床過剰地域において、公的医療機関等が正当な理由がなく病床を稼働

していないときは、都道府県医療審議会の意見を聴いて、当該病床の削減

を命令することができる（医療法第７条の２第３項）。なお、公的医療機

関等以外の医療機関にあっては、病床過剰地域において、かつ医療計画の

達成の推進のため特に必要がある場合において、正当な理由がなく病床を

稼働していないときは、都道府県医療審議会の意見を聴いて、当該病床の

削減を要請することができる（同法第 30 条の 12 第１項）。 

また、実際には、病床の稼働状況は病床機能報告制度において病棟単位

で把握することが可能であることから、病棟単位で病床が稼働していない

ことについて正当な理由がない場合に、当該対応を検討することが適当で

ある。 

 

※ 要請又は命令・指示に従わない場合の対応について（医療法第 27 条の

２、第 28 条、第 29 条第３項等） 

公的医療機関等が上記の命令・指示に従わない場合には、医療機関名の

公表、地域医療支援病院の不承認又は承認取消し、管理者の変更命令等の

措置を講ずることができる。なお、公的医療機関等以外の医療機関が、正

当な理由がなく、要請に従わない場合には勧告を、許可に付された条件に

係る勧告に従わない場合には命令をそれぞれすることができ、当該勧告等

にも従わない場合には医療機関名の公表、地域医療支援病院の不承認又は

承認取消し、管理者の変更命令等の措置を講ずることができる。 

 

４．地域医療構想の実現に向けたＰＤＣＡ 

 

○ 現行の医療計画については、ＰＤＣＡサイクルを機能させることを都道

府県に求めているところであり、平成 24 年（2012 年）３月に医療計画策

定指針において考え方を示すとともに、平成 26 年（2014 年）３月には、

厚生労働省が設置した具体的な進め方に関する「ＰＤＣＡサイクルを通じ

た医療計画の実効性の向上のための研究会」において報告が示されている

ところである。 

 

○ 地域医療構想についても同様に、都道府県は、地域医療構想の実現に必

要な事業の進捗評価を定期的に実施し、必要に応じて施策の見直しを図る

など、ＰＤＣＡサイクルを効果的に機能させることが必要である。 
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○ 地域医療構想を実現するための施策において、地域医療介護総合確保

基金を活用した事業については、都道府県計画に位置付けることとなる

が、地域医療構想の目標等と連動しつつ、基金が適切に活用されたこと

が確認できる評価指標を設定する必要がある。その際、将来のあるべき

医療提供体制を目指すものとして、地域医療構想を含む医療計画と都道

府県計画の方向性は一致しており、可能な評価指標は共通化するなど効

率化も考慮する。 

 

○ このようなＰＤＣＡサイクルを推進するのは直接的には都道府県職員

であり、データ等を有効に活用し、現状分析や課題把握、進捗管理を適

切に行うためには、都道府県の医療計画策定担当者が研修等を通じて専

門的知識や技術を習得する必要がある。都道府県は、担当者を積極的に

研修等に参加させ、さらには職員間の知識・技術の共有や引継ぎ等が円

滑に実施されるような体制整備を図る必要がある。  

 

○ また、これらの取組には、医師会等の団体や、大学等の学識経験者、

保険者など多くの都道府県内の関係者の参画を得て行うべきものである

ことから、データの利活用も含め、条例等による適切な手続をとること

や研修を行うことにより、体制を構築する必要がある。なお、厚生労働

省においても、都道府県に対して技術的助言を含めた必要な支援を行う

こととする。 

 

（１）指標等の設定 

 

地域医療構想を策定する際に抽出した地域の課題ごとに、指標となるデ

ータを設定し、地域の医療提供体制の現状を把握する。その際、都道府県

担当者のみならず、地域の医療事情に精通し、かつ統計学、疫学、公衆衛

生等の知見を有する学識経験者や実際に医療を提供する者や地域住民等

が関与し、検討することが望ましい。 

なお、指標となるデータには、以下のものが考えられる。 

①  病床の機能区分及び在宅医療に関する整備状況 

② 主要な疾病における構想区域内の完結状況 

③  人材の充足状況 
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（２）指標等を用いた評価 

 

課題ごとの目標や指標を用いて、計画期間内に、達成可能な状況で進捗

しているかを確認する。進捗状況が芳しくない場合には、その原因につい

て考察を行う。目標設定が適切でない場合には、必要に応じ、修正を検討

する。 

 

（３）評価に基づく地域医療構想等への反映 

 

課題ごとの進捗状況を踏まえ、計画期間の中で、どのように目標を達成

していくかを確認する。必要に応じて、地域医療構想の追記や削除、修正

を行い、より実効性のある地域医療構想への発展を目指すことが望ましい。 

 

（４）住民への公表 

 

医療を受ける当事者である患者・住民が、医療提供体制を理解し、適切

な受療行動をとるためには、計画の評価や見直しの客観性及び透明性を高

める必要があることから、都道府県はこれらをホームページ等で住民に分

かりやすく公表することとする。公表に当たっては、ホームページの情報

を見る働きかけを多方面から行うとともに、インターネットにアクセスで

きない住民向けに紙媒体での配布も準備することが望ましい。 

 

○ 医療・医学用語は、専門性が高いため難解であるため、住民に向けた

解りやすい解説は必須である。一方で、正確性の観点からは、患者・住

民や医療関係者以外の者と医療関係者との間で誤解が生じない工夫も必

要である。 

 

  


